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研究成果の概要（和文）：本研究では、浜本等が提案した船体水線面固定座標系での波浪中の操縦運動推定法を基に、
船速が0付近まで低下する荒天海象を対象とした6自由度の操縦運動および船体動揺計算法を開発した。本計算法では、
実験的に明らかにした高プロペラ荷重度状態での自航要素や船体・舵の干渉係数等の変化が考慮されている。
　本計算法の一例として、大型タンカーを対象に荒天中の保針状態での船体運動を推定し、荒天中の操船限界、安全航
行に必要な最低機関出力の評価を行った。その結果、本船の連続最大出力ではビューフォト風力階級7相当の海象中の
向波・斜向波では操縦性能を保証する最低船速を満足できないことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, a six degree-of-freedom (6DOF) mathematical model to estimate 
manoeuvring motion of a ship in adverse weather conditions in which the ship speed decreases to almost 
zero knot is developed on the basis of the equations of manoeuvring ship motion in waves in Horizontal 
Body Axes proposed by Hamamoto et. al.. Variations of self-propulsion factors and interaction factors 
between a hull and the propeller in high propeller loading conditions, which is experimentally 
investigated, are considered in the developed model.
 Manoeuvring ship motions in adverse weather under autopilot conditions of a VLCC are calculated as an 
example and minimum required output of an engine in order to navigate safely are investigated. As the 
result, it is revealed that the VLCC can’t satisfy minimum speed ensuring manoeuvrability in head seas 
of adverse weather that is equivalent to Beaufort scale of wind 7.

研究分野：船舶海洋工学

キーワード： 6自由度船体運動時系列計算　荒天下の船体動揺　操船限界　最低機関出力
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（１）船舶に対する CO2 排出規制(EEDI)の
導入に伴い、船体寸法に対して機関出力の小
さな船が増えつつある。この様な船が荒天時
に機関出力を最大にしても操船不能または
意図した針路への航行が不可能となる状況
に陥り海難事故につながることを防止する
ために、2013 年に国際海事機関(IMO)では
排水量に対して荒天時必要最低機関出力の
ガイドラインを提案している①。しかし、こ
れは十分な検討を経ていない暫定値である。 

荒天時に安全に運航できる最低機関出力
や船体動揺・操縦運動を明らかにするために
は理論に基づく合理的な評価が必要である。 

  

（２）波浪中の操縦運動に関する 6 自由度船
体運動について、安川は操縦運動を扱う低周
波数の運動方程式と波浪動揺を扱う高周波
数の運動方程式を個別に解く方法を提案②し、
規則波中旋回運動の推定計算と実験結果と
を比較した。このモデルは操縦運動理論と船
体動揺に関する耐航性能理論を完全に分離
することから、理論的整合性が必ずしも十分
に検証されているとは言えず、大波高となる
荒天海象にまで適用可能かは不明である。 

他方、梅田らは追波中でのブローチングの
研究において耐航・操縦運動の統合モデルを
提案③した。しかし、波乗り現象で船速が増
加するブローチングと荒天下向波で船速が 0 

近くまで減速するような状況は大きく異な
り、そのモデルが本研究で対象としている後
者にまで適用できるかは未知である。 

 

 上述のように、船速 0 付近となる荒天下で
必要な最低機関出力と船体運動を合理的に
推定することは不可欠にもかかわらず、それ
らの推定を可能とする 6 自由度船体運動理
論はこれまでに十分検討されていない。 

 

＜引用文献＞ 

① IMO, MEPC 65th session Agenda item 

22, MEPC 65/22 Annex 16, pp.1-7, 2013. 

② 安川宏紀, 旋回する船の波浪動揺シミュ
レーション, 日本船舶海洋工学会論文集 4 

号 pp.117-126, 2006. 

③ 梅田直哉, 船の波乗り現象について, 日
本造船学会秋季講演会 pp.192-201, 1982. 

 

２．研究の目的 

 本研究の主な目的は、第一に船速が 0 近く
まで低下する状況を含む荒天下の向波にお
ける操縦運動や船体動揺特性、また追波中で
船速が増加する波乗り現象の推定を可能に
する 6 自由度船体運動評価モデルを提案する
ことである。第二に、本モデルを用いて数値
計算によって、荒天時に安全に航行するため
に必要な最低機関出力とその時の船体動揺、
操船限界について明らかにする。 

 

３．研究の方法 

（１）荒天下の船体動揺と操船限界評価のた
めの数学モデルの提案 
 新たに提案する荒天下の船体動揺と操船
限界評価を可能とする数学モデルは、過去に
提案されている耐航性能理論と操縦性能理
論を統合した6 自由度船体運動理論の1つで
ある浜本等の船体水線面固定座標系での波
浪中の操縦運動計算法④を基に定式化する。
これに外乱による船速の大幅な低下によっ
て大きく影響を受けると考えられる以下の
要素を新たに考慮する。 
① 荒天下での伴流と舵力の変化の考慮 
 荒天下での減速時のような極度の高プロ
ペラ荷重度状態では、平水航行時と比べ伴流
率が大きく変化し、これは舵力にも影響を及
ぼす。これらは斜航など操縦運動の影響も受
ける。本研究では平水中の高プロペラ荷重度
と大斜航状態における曳航模型試験によっ
て、この変化を明らかにし、定式化を図る。 
② 機関の出力限界の考慮 
 大幅な減速時には推進に必要とする馬力
が急増するため、機関が出力限界に達しプロ
ペラ回転数が低下する。この主機作動制限を
簡易的に模する。 
 
（２）荒天時に安全に航行するために必要な
最低機関出力や操船限界等の評価 
 上記で提案した数学モデルを用いて、荒天
海象下のオートパイロット保針状態での船
体運動の計算を行う。また主機上限値を変化
させた場合のこれら応答の変化を調査する。
この結果により操船限界と荒天時の安全航
行に必要な最低機関出力の評価をする。 
 
＜引用文献＞ 
④ 浜本剛実ほか，波浪中の操縦運動を記述
する新しい座標系とその運動方程式，日本造
船学会論文集 第 173 号 pp.209-220, 1993. 
 
４．研究成果 
（１）荒天下の船体動揺と操船限界評価のた
めの数学モデル 
① 運動方程式の定式化 
 用いる座標系は、空間固定座標系 O-ξηζ、
船体固定座標系 G-xyz、船体水線面固定座標
系④G-x’y’z’の 3 つである。これらの座標軸の
向きおよび原点は全て文献④に従う。また、
各軸の並進速度と角速度は次式で定義する。 

: , , , , ,       

  

空間固定座標系

船体固定座標系:u,v,w,p,q,r

船体水線面固定座標系:U,V,W, , ,

(1) 

 オイラー角(φ,θ,ψ)を用いれば、船体固定座
標系と船体水線面固定座標系には次の関係
が成り立つ。 
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 文献④を基に導出した船体水線面固定座
標系での前後・左右・上下・横揺・縦揺・回
頭方向の運動方程式は(3),(4)式となる。 
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ただし、 
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m は排水量、Ixxと Iyyはそれぞれ船体の x

軸回りおよび y 軸回りの慣性モーメントを示
す。m0x,m0y は出会い波周波数 0 の付加質量
であり元良チャートより求められる。mij と
bij(i,j=1～6 )はそれぞれ船体水線面固定座標
で定義する付加質量・慣性モーメントと減衰
係数であり、出会い波周波数に依存する。こ
れらは STF 法⑤を基に計算した。cij(i,j=1～6 )

は復原力係数であり流体静力学の観点から
直接求められる。ｇは重力加速度である。 

 下添え字 0 の項は平水中抵抗、P はプロペ
ラ推力、H は操縦流体力、R は舵抵抗、F.K.

は入射波による流体力(フルードクリロフ力)、
DIF は波の拡散による流体力(ディフラクシ
ョン力)、W.D.は波浪中抵抗増加および波漂
流力、A は風圧抵抗を表す。 

 平水中抵抗、プロペラ推力、操縦流体力、
舵抵抗の計算法は MMG モデル⑥で推定する。
ただし、次項で説明の通り有効伴流率や 1+aH

などの船体と舵の干渉係数にはプロペラ荷
重度および斜航角による変化を考慮する。 
 フルードクリロフ力は、入射波の速度ポテ
ンシャル ΦIを用いて次式で計算する。 
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 ただし n は船体水線面固定座標系での船体
表面の法線ベクトルである。積分範囲の船体
表面は時々刻々の波面の変化および船体運
動による変化を考慮した浸水面とした。 
 ディフラクション力は非線形影響を無視
して、単位波振幅に対するディフラクション
力の周波数応答関数 HDi(ωe)を用いた次式で
計算した。 

( )D

DIF i w i eF a H     (7) 

 ただし awは入射波の片振幅である。また、
HDi(ωe)は STF 法⑤を基に計算した。 

 波浪中抵抗増加は丸尾の理論に辻本らの
反射波影響⑦を考慮して求めた。また、波漂
流力は 3D パネル法⑧で求めており、船速 0

の値で代表している。 

 風圧抵抗は一様風を想定して、藤原らの簡
易推定法⑨を用いて計算した。 

 

② 荒天下での伴流と舵力の変化 
本研究では、船速が 0付近まで低下する荒

天下での舵力等の変化をモデル化するため、
高プロペラ荷重度および大斜航角状態での
有効伴流率や船体と舵の干渉係数の変化を
拘束模型試験にて明らかにし、数値計算で考
慮した。 

本試験は海上技術安全研究所の曳航水槽
(長さ 150m)で実施した。任意のプロペラ回
転数NPと合成船速VSにおいて模型船に定常
な斜航角 β(=-sin-1(V/VS))を与えて曳航し、船
体と舵、プロペラに働く流体力を計測した。
船体上下・縦・横揺れは自由とした。模型船
は長さ 2.91m，縮尺 1/110 の満載状態のタン



カー模型(KVLCC1)で、主要目は文献⑩の通
りである。斜航曳航中の横傾斜角が小さくな
るよう GM は 13.3cm と大きくした。 

得られた計測値と文献⑥に従いMMGモデ
ルの船体と舵の干渉係数 aH などの操縦運動
に関する微係数を解析した。図 1 に βに対す
る 1-tR，aH，aHxH’の変化を β が 0 度におけ
る船体前進率 JH(=U/NPDP, 以降 JHβ0と記す)

毎に示す。β=0 の直進状態では、1-tR は JH

の減少に従いわずかにし、aHと aHxH’の絶対
値は減少することが確認できる。β に対する
変化を見ると、aHは βの絶対値の増加に伴い
増加することが確認できる。また、aHxH’は β
の絶対値の増加に従い減少する。この減少量
は JHβ0が低下するに従って小さくなり、JHβ0= 

0.188 では僅かに増加している。一方、1-tR

は βの絶対値の増加に伴い僅かに増加するよ
うだが、明確な傾向は得られなかった。 
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 この他に自航要素 1-wP, 1-tP、整流係数 γR

や舵とプロペラ位置の伴流係数比 εのプロペ
ラ荷重度等による変化の調査も行った(詳細
は 5 章の学会発表①と②の文献を参照)。 
上述の係数のプロペラ荷重度等に対する

変化傾向を簡易な方法で定式化するには、他
の複数の船型に対しても幅広く同様の調査
が必要である。これらは今後の研究要素とし、
本研究では実験結果を多項式近似した曲線
を用いて計算を行うようにした。 
 
③ 計算手法の検証 
 上述の計算法を検証するために、過去に海

上技術安全研究所の実海域再現水槽で実施
された波風併存時の+35 度旋回試験の模型実
験結果と計算結果の比較をした。波条件は規
則波で片振幅 1.5cm、波長船長比 0.6、波向
きを操舵開始時で正面向風とした。風は一様
風であり真風速 3.8m/s, 真風向は波向きと同
じとした。対象船は KLVCC1 である。 

 図 2 に重心位置の航跡を示す。本図より航
跡は大凡妥当な推定値となっていることが
確認できる。 
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図 2 波風中+35 度旋回試験の重心の航跡 

 
図 3 には船速、斜航角、方位角速度を比較

して示す。本図よりこれら 3 つの応答は、旋
回運動による低周波数の応答成分は実験値
に近い傾向であることが確認できる。ただし、
水槽試験結果よりも計算結果は時間的に遅
れたようなふるまいを見せる。また、波によ
る高周波数の応答成分および振幅の大きく
なる時刻も、時間遅れを考慮すればおおよそ
実験値に近い傾向となることが確認できる。
低周波成分の時間遅れはMMGモデルによる
平水中の旋回運動の推定精度そのもの、ある
いは波浪中抵抗増加および波漂流力の推定
精度が原因であると推測される。 
図 4 には船体動揺の一例として横・縦揺れ

角度を比較して示す。いずれの計算結果も同
様に時間遅れを除けば、おおよそ実験値の傾
向をとらえているあることが確認できる。詳
細に見ると横揺れ角は誤差が大きい。これは
船体運動に起因する流体の減衰力のうち左
右揺れ、船首揺れによる横揺れへの連成成分
を操縦流体力で代表している点、つまり出会
い周波数 0 の粘性による減衰力のみ考え、造
波減衰を考慮していない点が主な原因であ
る。図は省略するが、これはストリップ法に
よる横揺れの推定結果との比較により明ら
かになっている。また、縦揺れの誤差にも該
当するが船体運動による流体反力は準定常
的に扱っているため、過去の船体運動の影響
(メモリー影響)を考慮していない点も原因
の 1 つとしてあげられる。 
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図 3 波風中+35 度旋回試験の船速・斜航角・
方位角速度 
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図 4 波風中+35 度旋回試験の横・縦揺れ角 
 
 以上により、僅かに実験結果との誤差は存
在するものの、本計算法で波浪中の操縦運動
を妥当な範囲で推定できることが確認でき
た。そのため、本計算法を用いて荒天下の船
体動揺と操船限界評価をすることとした。 
実験データの不足から本研究では行えな

かったが、大波高中での操縦性能試験と本計
算法による推定値を直接比較して、本計算法
が大波高中でも適用可能か調査すること、ま
た研究当初の解析対象の一つであった追波
中で船速が増加する波乗り状態での実験値

との比較は本計算法の検証として、継続して
調査が必要である。この点と上述の誤差の改
善は、今後の研究課題としていく。 
 
(2) 最低機関出力および操船限界の評価 
 前節の計算法を用いて荒天時に安全に航
行するために必要な最低機関出力や操船限
界の評価を行う。 

 波風併存時の大波高中においてオートパ
イロット保針状態での船体運動の計算を行
う。波条件はビューフォート風力階級(BF)7

相当(波高 4.0m、波周期 14.32 秒)の規則波と
し、風は一様風を仮定して真風速 15.70m/s

で真風向は波向と同じとした。 

対象船はタンカー船型の KVLCC1 で、計
算は全て実船尺度で行った。船速の大幅な低
下時には、推進に必要な馬力が急増するため、
機関が出力限界に達しプロペラ回転数が低
下する。本計算では、この主機作動制限を簡
易的に考慮した。文献⑦を参考に主機作動制
限として、連続運転の上限である平均有効圧
力制限とトルク/スピード制限の 2 つを考慮
した。これら制限は連続最大出力(MCR)およ
びその時の平水中プロペラ回転数から求め
ることができ、本対象船でその値はそれぞれ
3.00× 105kW(図 5,6 で MCR0 と定義 )と
84.9RPM である。計算時の指令プロペラ回
転数は平水中で設計船速となる 77.5RPM で
一定とし、波風中保針時の制動馬力がこの制
限を超えた場合は、制動馬力が制限内となる
プロペラ回転数まで低下することとした。オ
ートパイロットは比例ゲイン 3.0 の比例制御
とした。 

 計算結果として、時間が十分に経過した後
の状態(定常状態)での合成船速の最小値、舵
角および斜航角の最大値を、横軸に目標波向
きをとって図 5 に示す。 
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図 5 保針状態での船速の最小値、斜航角と舵

角の最大値 
 
本図の一点鎖線は、文献①から定められる

KVLCC1 の荒天時に安全航行に必要な最低



船速 3.42m/sと文献⑪に従って定めた斜航角
と舵角の最大許容値 20 度である。また図中
の MCR0 および 1.15MCR0 は、それぞれ
MCR0 と 1.15 倍の MCR0 を基に定めた主機
作動制限を考慮した場合の計算結果である。 

本図より、連続最大出力が MCR0の状態は
正面および斜向波で必要最低船速を下回り、
安全な航行不可能と推測される。斜航角と舵
角はどの波向きにおいても許容値の範囲内
である。一方、連続最大出力を 1.15 倍した場
合には、どの波向きでの必要船速を満足する
ことがわかった。以上より、BF7 相当の海象
では、安全航行に必要な本船の最低機関出力
は 1.15MCR0 であることが明らかとなった。 

 図 5 の状態における上下揺れ変位、横およ
び縦揺れ角の最大値を図 6 に示す。これら応
答の許容値の検討はしていないが、連続最大
出力によらず斜追波付近では横揺れ角が大
きくなっていることがわかる。これは出会い
波周期が横揺れ固有周期に近くなったこと
が原因である。そのため、最低機関出力の
1.15MCR0 でも斜追波状態での航行を避ける
ことが横揺れ同調周期を避ける観点から重
要であると言える。 
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図 6 保針状態での上下揺れ変位、横および縦

揺れ角の最大値 
 
 本計算は一例であるため、この最低機関出
力評価は本対象船のみしか当てはまらない
が、ここで示した計算手法は船速が 0付近ま
で低下する荒天海象中で対象とした船舶の
最低機関出力の推定を可能とし得る。その点
から本研究の成果は意義がある。さらに、他
の様々な船型に対して同様の評価をするこ
とで、操船限界の基準が明らかとなり海難事
故の減少に寄与することができるため、本研
究の成果は重要である。 
 上述の点およびより実海域の海象に近い
不規則波中での検討と計算法の拡張を今後
の研究課題としていく。 
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